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精神科救急医療体制の現状と課題日本公衆衛生学会モニタリング・

レポート委員会精神保健福祉分野活動総括
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目的 精神科救急医療体制の構築と関連する法律の整備に関して，現代の日本における課題を明ら

かにし，解決策を探ること。

方法 日本公衆衛生学会モニタリング・レポート委員会精神保健福祉分野のグループ活動として，

2014年度から2017年度にかけて精神科救急および措置入院に関する情報収集を行った。各年次

総会に提出した報告書を基に，必要に応じて文献を追加した。

結果 地域における精神科医療資源の偏在や，歴史的な精神疾患に関する認識の問題なども絡んで

いるため，全国均一的な救急医療システムの構築のためには越えなければならないハードルは

高い。また，強制入院の中で最も法的な強制力が強い措置入院制度に関しては，その実際的な

運用を巡って全国でも地域差が大きいために，精神保健福祉法に，より具体的な記載が盛り込

まれるとともに，厚生労働省から一定のガイドラインが提示されている。とくに近年は凶悪犯

罪事件との関連を巡って，社会的にも関心が高まっており，一部では措置入院の保安処分化を

懸念する声が上がっている。精神疾患は今や五大疾病の一つに位置づけられているが，その性

質上，生活習慣病などに比べて，疫学的エビデンスが圧倒的に不足しており，これが臨床や行

政の現場での対応に足並みが揃わない主要因であると考えられる。

結論 日本公衆衛生学会は，医療・福祉・行政などに携わる多職種から構成される学際的な組織で

ある強みを活かして，多施設共同の疫学研究を主導し，措置入院解除および退院後の予後に関

する，すべての関係自治体が共有しうるデータベースとしての疫学的エビデンスの構築を推進

する役割を担っている。
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 は じ め に

日本において，人口構成の急激な高齢化に伴う認

知症の増加とそれに伴う身体合併症を有する精神疾

患患者の増加，近年は減少傾向にあるものの，1998

年以降十数年にわたって 3 万人前後で推移した自殺

者数，2001年の附属池田小学校事件や2016年の相模

原事件に象徴される精神科治療歴のある者によって

引き起こされる凶悪犯罪と「心神喪失等の状態で重

大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する

法律（心身喪失者等医療観察法）」の成立など，今

世紀初頭より精神科医療は，社会情勢を反映して大

きな転機を迎えている。
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さらには，合法ハーブなどの脱法ドラッグやイン

ターネットなど SNS を介する薬物の入手経路の多

様化に伴う薬物依存や乱用，薬物関連犯罪の問題，

急性期精神疾患の背後に潜む自閉症や注意欠如多動

性障害（ADHD）などの発達障害，災害派遣精神

医療チーム（DPAT）などの災害精神科医療，急性

期を脱した精神障害者の地域移行支援など，日本に

おける精神科救急医療体制は社会情勢のドラス

ティックな変化により大きな岐路に立たされている

といえる。

精神科救急医療体制の整備は2012年度から精神保

健福祉法に都道府県の努力義務として組み込まれる

など1)，地域精神保健の観点からも時宜を得た問題

であり，これに付随する「精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律」（精神保健福祉法）の下での強

制入院制度，とくに措置入院の運用のあり方を巡る

諸課題は，精神科救急医療体制そのものが内含する

問題点を顕在化させているとともに，それぞれの地

域，具体的には都道府県，あるいは都市部や非都市

部の間で大きな差異が認められる。

こうした問題の現状を俯瞰して個々の課題を浮き

彫りにし，具体的な解決策を提言すべく，日本公衆

衛生学会モニタリング・レポート委員会の精神保健

福祉グループでは，2014年度から2017年度にかけて

文献レビューを中心とする情報収集を行い，◯精神

科救急医療体制の課題と地域差（2014年度2015年

の総会で報告，以下同じ），◯身体合併症を有する

精神科救急の課題（2015年度），◯精神科措置入院

制度の現状と問題点の整理（2016，2017年度）と題

して，それぞれの年次総会で報告書を提出し，学会

への提言を行ってきた。今回これら一連の報告書の

記載内容を基盤として，新たに関連情報を追加し，

日本における精神科救急医療体制の現状と課題につ

いて，上記の 3 つの観点から再考することとする。

 方 法

日本の精神科救急医療体制の課題を明らかにする

ことが目的であるため，文献検索データベースは主

として医中誌 web を用いた。精神神経学雑誌，総

合病院精神医学，日本精神科病院協会雑誌，精神科

救急，臨床精神医学，老年精神医学，公衆衛生学雑

誌の各雑誌についてはとくに主要な情報が含まれる

と考えられたため，2006年以降のものをすべて医中

誌 web によりチェックした。また，日本公衆衛生

学会のモニタリング・レポート委員会活動を基本と

しているので，報告書作成のルールに則って2015年

以降は公衆衛生学会総会抄録集のレビューも実施し

た。

その中で見出された文献の引用文献リストの中に

英語論文があった場合など，必要に応じて PubMed

も活用した。インターネット上にアップロードされ

ている厚生労働省や総務庁関係の報告書や新聞記事

など，医中誌 web や PubMed では情報が不十分と

考えられた場合には Google と Google Scholar を用

いてキーワード検索を実施した。

検索に用いたキーワードは「精神科救急」，「地域

差」，「身体合併症」，「措置入院」，「危機介入」，「処

遇困難」，「緊急対応」，これらを単独，または組み

合わせて使用することで検索に利用した。さらにこ

れに加えて精神保健福祉グループ各メンバーの所属

機関の関係者からの情報収集や関連文献提供を受け

た。

日本公衆衛生学会モニタリング・レポート委員会

精神保健福祉分野は，2014年の3月に吉益をグルー

プリーダーとして立ち上げられ，同年11月の総会か

ら毎年，日本公衆衛生学会学術総会の場においてグ

ループ会合を開き，当該年度のモニタリングのテー

マについて，メンバー間で話し合い，おおよその方

向性と年間作業スケジュールを決めていた。学術総

会の後は，主に専用のメーリングリストを用いて，

各メンバーの担当範囲の詳細を決め，必要に応じて

進捗状況を報告し，議論を行った。たとえば上記の

精神神経学雑誌などの学会誌に加えて，各関連学会

の抄録，保健所長会議録，精神保健福祉センター研

究協議会演題集などについては，主としてそれぞれ

のメンバーの専門性と所属機関，所属学会に基づい

て担当範囲（雑誌と発行年度）を決めてレビューを

行った。精神神経学雑誌など，情報量が多い雑誌や

学会抄録の場合には，前半 5 年と後半 5 年に分ける

などして，分担を決めた。精神科救急医療体制を中

心としてモニタリングを実施したため，雑誌からの

情報は「精神神経学雑誌」や「精神科救急」，「臨床

精神医学」など臨床系の雑誌が多数を占め，日本公

衆衛生雑誌や学会抄録からは措置入院の運用に関す

る保健所からの局地的な報告などを除いて，多くは

認められなかった。

各メンバーから提出された情報をグループリー

ダーが内容を吟味して統合し，必要に応じて引用文

献を追加して，全体として一つの報告書になるよう

にまとめた。

本稿はこのように基本的に系統レビューの手法に

準じてはいるが，日本公衆衛生学会モニタリング・

レポート委員会の精神保健福祉グループ年次報告書

をベースとしている。即ち特定の疾患など，具体的

事象に関する疫学研究レビューなどとは異なり，日

本における精神科救急体制や措置入院の課題など，
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図 精神科における身体合併症治療の並列モデルと縦列モデル9)
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やや抽象的なテーマに関して，各年度の課題に応じ

て，保健所長会議の議事録などメンバーが独自の判

断に基づいて収集した事例情報なども含まれてい

る。この点が厳密な意味での系統レビュー論文とは

異なること留意されたい。また「現状と課題」と題

しているが，上述のように本稿に記載した内容は原

則として2006年以降の情報（2015年の会合の際にレ

ビュー範囲を過去10年間と定めたため）に基づいて

いる。

 精神科救急医療体制の課題と地域差

. 現状

現代日本の地域における精神科救急医療体制を考

える際に，重要なポイントとして押さえておくべき

点がいくつか明確になりつつある2～6)。「精神科救

急医療体制に関する検討会」の報告書3)や日本精神

科救急学会の提言4)から，これらの中でもとくに問

題視され，地域間でも差があると思われる 6 点を抜

粋して以下に挙げる。

1) 身体合併症を有する精神疾患患者の救急対応

高齢者人口の増加に伴って，多様な身体合併症を

有する精神疾患患者の救急対応が懸念されている。

身体科と精神科の連携モデルのあり方として提唱さ

れているのが，縦列モデルと並列モデルである。前

者は精神疾患または身体疾患のどちらを優先するか

によって，精神科または身体科が初期治療にあた

り，もう一方の科が後方支援に回るという考え方で

あり，並列モデルとは精神科および身体科の双方を

有する総合病院において，精神疾患と身体疾患の治

療を並行して進めていく方法である3～5)。両者の概

念を図 1 に示す。

救急システムの機能は単に病院やクリニックなど

医療機関の数ではなく提供される医療の質において

評価されるべきであり，受診者数が多く，場合に

よっては情報伝達に齟齬が生じることもある都市部

の縦列モデルにおいては，必ずしも連携モデルが非

都市部よりも充実しているとは言い切れない。

2) 精神医療相談窓口と精神科救急情報センター

の設置状況

2012年度から精神科救急医療体制の整備は，精神

保健福祉法に都道府県の努力義務として組み込まれ

るなど行政が積極的に救急医療体制のシステム構築

に関わっていくことが求められている1)。受診前相

談事業の一環として精神医療相談窓口と精神科救急

情報センターの設置は，その中でも最も基本的な部

分であるが，設置状況は自治体間で差が認められて
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表 都道府県別精神科救急情報センターと精神医

療相談窓口の設置状況（2019年 5 月）

精神科救急情報

センターのみ

北海道，岩手，秋田，山形，福島，

栃木，群馬，埼玉，千葉，神奈川，

富山，石川，福井，山梨，長野，岐

阜，愛知，三重，滋賀，京都，大

阪，兵庫，奈良，和歌山，島根，岡

山，広島，山口，徳島，愛媛，高

知，福岡，佐賀，長崎，熊本，沖縄

精神医療相談窓

口のみ

茨城，新潟，鳥取，大分，鹿児島

両方あり 宮城，東京，静岡，香川

両方なし 青森，宮崎

政令指定都市で実施しているものについては，所在地

の都道府県に含めた。
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いる7)。精神医療相談窓口と精神科救急情報セン

ターの関係については，前者がカウンセリング機能

を，後者が関係機関との調整機能を主に担うとされ

ているが7)，両者の機能分担や設置場所は都道府県

によってまちまちであり，相談実績についても一部

重複して報告されるなど，両者を区別する基準は統

一されていないことから，受診前相談事業の実態を

把握することは困難な状況にある7)。

2019年 5 月に Google で検索し，精神科救急情報

センターと精神医療相談窓口の電話番号公開状況を

全都道府県で調べた結果を表 1 に示す。両者ともに

未設置なのは青森県と宮崎県のみとなっている。ほ

とんどの都道府県では，精神科救急情報センター

が，救急に関しては精神医療相談窓口の役割も兼ね

ていると推測できる。一方，24時間体制ではない

が，一般の精神医療相談については，各都道府県と

政令指定都市に設置されている精神保健福祉セン

ターの役割が大きく，事実上の精神医療相談窓口の

役割を果たしていると考えられる。

3) 精神科マクロ救急事業における病診連携の標

準化4)

精神科病院または診療所が自己完結的に救急医療

に対応することをミクロ救急と呼ぶのに対し，複数

の病院ないしは診療所が連携してシステムを構築す

ることをマクロ救急と呼ぶ。日本精神科救急学会で

は，マクロ救急における病院と診療所の連携，すな

わち病診連携の標準化を重視している4)。具体的に

は診療所におけるお薬手帳携帯の指導や，病院から

診療所への情報提供，診療所医師の救急オンコール

システムへの参画などが挙げられる4)。

4) 認知症患者への対応

高齢人口の増加に伴って，一人歩き高齢者などが

保護されるケースが多くなっており8)，認知症患者

への適切な対応が求められている。2011年に大阪府

内で実施された調査9)によれば，以下の 3 つの提言

がなされている。◯ミクロ救急で夜間休日時間帯に

認知症の対応ができる医療機関がほとんどない。◯

マクロ救急で認知症関連問題行動の治療をすること

には医療施設間で十分なコンセンサスが得られてい

ない場合がある。◯今後，認知症関連問題行動の治

療を要する患者が増加することが見込まれており，

認知症疾患医療センターを標榜する精神科病院は多

いが，これらが夜間や休日も対応できるようにする

ことが望まれる。

5) アルコール・薬物関連障害への対応

アルコールや薬物など物質関連障害への対応は，

現代日本の精神科救急医療システムが直面する重要

な課題である。昨今ではインターネットの普及など

を背景に，合法ハーブやその他違法薬物の入手も容

易になっている。総務省消防庁の2008年度の報告10)

では，急性アルコール中毒は精神疾患とならんで，

最も多数の搬送困難例として挙げられている。こう

した物質関連障害は，直接または間接的に自殺企図

と強く関連していることに留意しなければならな

い。日本精神科救急学会では2009年に自殺未遂者へ

の対応に関するガイドラインを提示した4)。

この中で，「精神科スタッフからも差別・排除さ

れがちな物質依存ケースに特別の関心を注ぎ，規制

薬物関連精神障害に対するガイドラインを作成・改

訂してきた。」とあり，このガイドライン11)を関係

者が把握することを同学会では強く推奨してい

る4)。また，向精神薬の長期多剤投与による依存形

成を回避するために，セカンドオピニオン制度の活

用を強化するよう提案し，診断群による差別なし

に，精神疾患からの回復を回復者自身がアピールす

る運動を，国や自治体が支援することを提唱してい

る4)。

6) 移送制度を巡る問題

措置入院の際に，患者を医療機関に搬送する制度に

ついては，1999年の精神保健福祉法の一部改正にお

いて，医療保護入院のための移送の規定が新設され

るとともに，措置入院に付随して行われる移送につ

いても法律上明記され，制度化された。しかし，医

療保護入院の場合に行われる移送（精神保健福祉法

第34条移送）については，搬送まで事前調査等の手

続きが必要であることから，実際の救急事例への対

応には適していないとの声が現場から上がってい

た。実際の救急事例においては，自傷他害と思われ
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表 精神保健福祉法で規定される措置診察および

保護の通報（申請）の種類

精神保健福祉法の条項
通報者

(一般人の場合は申請者)

第22条 一般人

第23条 警察官

第24条 検察官

第25条 保護観察所の長

第26条 矯正施設の長

通報又は申請先は都道府県知事である。
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る症状があり，措置入院を念頭において移送される

ケースばかりではない6)。最初から医療保護入院を

想定して移送される場合に煩雑な手続きを有するた

めに，移送制度が有効に活用されず，結果的に家族

の自助努力に依らざるを得ず，負担が重くなってい

ることは憂慮すべき状況である。このために入院の

機会を逸しているとすれば，患者にとっても不利益

になる。

また，「警察官受診援助」として，本来措置入院

のために第23条通報されるべき患者が，警察官に

よって通報なしに病院に連れてこられる事態も頻発

しており6)，現場の混乱を招いている。「警察官受

診援助」を法的に明記し，自傷他害のおそれがない

場合に限られるべきである6)。精神保健福祉法で規

定される措置診察の通報（申請）の種類を表 2 に示

す。

. 課題解決の方向性

上記の各問題点を効果的に改善していくために

は，単に人口当たりの医師数や病床数だけの問題と

して扱うべきではない。たとえば病診連携を例に見

ても，病院と診療所それぞれのグループ内連携，定

期的な情報交換，マニュアルの策定など高いレベル

の救急システムを維持構築するための連携の在り方

には，様々な要素が含まれる。

医師数や病床数を救急のハード面とすれば，この

ようなシステムレベルの高度な連携体制はいわばソ

フト面である。同様のことが，行政と臨床現場との

連携についても言える。移送制度を巡る問題につい

て言及したが，精神保健福祉法に明記されている第

34条移送が，必ずしも有効に機能していないよう

に，法律に記載があっても，それが臨床の現場に即

していないと机上の空論に終わることになる。自傷

他害の精神症状があって，法律上は措置入院となる

べき患者が，警察官による受診援助の下，医療保護

入院となるケースは，臨床現場でしばしば見られ

る。法律は救急の現状に即した形に改訂されるべき

であるが6)，日頃から行政と臨床現場との意思疎通

がスムーズに行われている地域では，救急における

混乱も比較的少ないと思われる。

つまり，医療，行政，福祉など精神科救急に関わ

るあらゆる組織間の良好なコミュニケーション，連

携がとれているか否かが質の高い精神科救急システ

ムを提供できるか否かと言っても過言ではない。既

存の医療資源や法律は，現場の医療ニーズに即し

て，これら組織間の有機的な連携を促進するべきで

あり，そうでなければそのように改められなければ

ならない。また同時にこれら救急医療に携わる社会

組織も，既存の資源や法律をより現実に即して有効

に運用する方策を見出す努力を怠るべきではない。

. 日本公衆衛生学会の果たすべき役割について

の提言

WHO による公衆衛生の定義に through the or-

ganized community eŠorts（地域社会の組織的努力

を通して）という文言がある。公衆衛生学会はその

専門学会として組織の学際性を活かし，医療，行

政，司法，福祉などあらゆる精神科救急医療に関連

する社会組織に働きかけ，精神科救急を円滑に進め

るための相互理解と交流の促進を進めるべきであ

る。これが精神科救急の質の向上とともに全国均一

的なレベルの維持に寄与すると考えられる。

一方で，実際の精神科救急医療業務の困難さにつ

いては現場の意見が最も重視されるべきではある

が，これらをデータとして定量化することは難し

い。このため，今後は臨床や行政など，広く現場の

意見を集約し，質的研究の成果としての情報を発信

する必要がある。

 身体合併症を有する精神科救急に関する

地域差以外の課題

. 現状

上述のように，人口の急速な高齢化や薬物乱用の

増加，自殺問題などを背景に，身体合併症を持つ患

者の精神科救急体制の整備が，臨床のみならず公衆

衛生学的観点からも愁眉の課題となっている。モニ

タリング・レポート委員会の精神保健福祉分野では，

2015年度のテーマ（2016年の総会で報告）として，

この問題をモニタリングすることが上記の諸問題を

改善する糸口につながる可能性があることで意見の

一致を見た。以下に明らかとなった問題点を記載す

る。

1) 精神科救急における身体合併症への対応

急激に進む人口の高齢化，薬物乱用，自殺未遂な

どで，精神科救急の現場においても身体合併症への

対応の重要性が大きく認識されている。

身体合併症を有する精神科救急を考えるとき，以
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表 身体合併症を有する精神科救急のパターン別

分類

パターン 状 況 臨床的特徴

◯ 慢性的な身体疾患

患者の精神疾患急

性発症

精神疾患の急性増悪に

よる低栄養などに伴う

慢性身体疾患の悪化

精神運動興奮に伴う身

体外傷

◯ 自殺未遂患者 気分障害や統合失調症

などの精神疾患の急性

増悪ないしは回復期

身体外傷，急性薬物中

毒など

◯ 慢性期の精神疾患

患者の急性身体疾

患発症

脳血管障害や虚血性心

疾患などの致死的身体

疾患の急性発症

身体疾患発症に伴う慢

性期精神疾患症状の急

性転化（陰性症状主体

の統合失調症における

幻覚や妄想などの陽性

症状の出現など）
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下の 3 つのパターンが想定される。各パターンの概

要を表 3 に示す。第 1 に，慢性的な身体疾患を有す

る精神科救急患者への対応（パターン◯），第 2 に

自殺を図り，救命救急センターに搬送された精神疾

患患者への対応（パターン◯），第 3 に慢性経過を

たどるが精神症状や問題行動が顕著である精神疾患

患者に，急を要する身体合併症治療の必要性が生じ

た場合である（パターン◯)12)。パターン◯では精

神運動興奮などの急性期の精神症状のために，一般

的に身体疾患よりも精神症状への対処が優先される

ことが想定される。しかしながら，精神疾患の急性

期では，衝動行為等のために重篤な外傷を受傷して

いることもあるし，長期間にわたって適切な栄養摂

取が行われないために，電解質異常や低栄養状態な

どを呈することもある12)。このため，身体疾患の程

度によっては，精神疾患と身体疾患双方に対して並

行した対応が求められることもある。

パターン◯では精神疾患，身体疾患共に重篤であ

ることが想定されるため，同時進行の対応が求めら

れる。パターン◯では慢性の精神疾患患者に急性の

身体疾患が生じるので，身体疾患が優先されるが，

精神症状や問題行動の程度によっては，これも同時

進行の対応が求められる。要するにいずれの場合に

おいても，身体合併症を有する精神科救急患者への

対応は，身体疾患，精神疾患への対応が並行して求

められるケースが比較的多く，これが可能なのは有

床総合病院精神科である。

2) 有床総合病院精神科の現状13)

2012年度の総合病院精神科基礎調査（回答率

63.9）から明らかにされた，有床総合病院精神科

の治療構造に関して，総合病院精神科のうち，有床

施設は約40であり，このうち過半数を病床数50床

以下が占める。医師数は平均7.7人であるが，大学

病院とそれ以外で区別した場合，前者の平均が14.6

人であるのに対し，後者のそれは4.0人であっ

た13)。また看護基準についても15対 1 や13対 1 が多

く，10対 1 などの高規格の入院基本料を算定できて

いる施設は少ないことが明らかになった。

3) 精神科救急・合併症入院料制定の意義と課題

2008年 4 月の診療報酬改定において，精神科救

急・合併症入院料が新設され，それまで他診療科と

の著しい入院収入格差に悩まされてきた総合病院精

神科が入院収入を大幅に増やす一つの道が開けた。

しかし，算定のための施設基準には厳格な要件があ

り，2013年 9 月現在までに精神科救急・合併症入院

料を取得している病院は全国で9施設に留まってい

る14)。この施設基準を緩和しなければ，総合病院有

床精神科からの医師離れが進み，ますます基準を満

たしにくくなるという悪循環に陥ることが懸念され

ていたところ，2014年度の診療報酬の改定によっ

て，精神科救急・合併症入院料等の大幅な見直しが

なされた。総合病院精神科病棟の手厚い医師の配

置，精神症状を伴う救急搬送患者に対する受入れお

よび精神科医の治療等も加算の対象となった。これ

らは以前からの要望項目が実現したもので，収益確

保の観点からは大きな前進であり，措置入院，身体

合併症，自殺企図事例に対応する「スーパー救急型」

総合病院有床精神科の医師からも期待されてい

る15,16)。

4) 入院形態の違いによる受け入れ先の不足

精神科病院に入院中の措置入院（都道府県知事

が，精神障害のために自身を傷つけ又は他人に害を

及ぼすおそれがあると認めたとき，その患者を国等

の設置した精神科病院又は指定病院に入院させるこ

とができるという入院形態（精神保健福祉法第29

条））の患者が身体疾患の治療を必要とする場合に，

措置入院の受け入れが可能な総合病院の精神科（措

置入院は，精神科でなければ受け入れできない（精

神保健福祉法第19条の 8，第29条））は極めて少な

く，措置入院患者の身体疾患の治療は時に困難とな

る。

さらに自殺未遂などの自傷行為後の患者が身体科

医療機関から精神科病院へ転院する場合，都道府県
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図 精神科救急，措置入院，身体合併症の相関関係
措置入院は通報によるものなので，基本的に精神
科救急に含まれる。図中の A 領域には精神科救
急，措置入院，身体合併症すべての要素が重畳す
る。
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の判断によっては，措置入院でなく，医療保護入院

（家族等の同意による入院）または任意入院（患者

本人の同意による入院）とせざるを得ないことがあ

る。もし自傷行為が再発した場合には医療機関が管

理責任を問われるケースが多いため，受け入れ先が

見つかりにくい。身体科から精神科病院への転院の

際の措置入院への切り替えについては，とくに法律

で規定されておらず，措置入院の運用には地域差も

大きい17)。また入院中の自傷による訴訟事例は増加

傾向にある18)。自殺未遂者対応については，救急告

示病院から自殺未遂者に関する連絡を受けた行政職

員が相談対応を行う方法が進められているため，医

師だけの問題ではなく，地域のシステムの問題も大

きい。

図 2 に精神科救急，措置入院，身体合併症の相関

関係を示す。措置入院は自傷他害症状という精神症

状の重篤性から，原則的にすべて救急に含まれる。

その一部に自殺未遂などによる身体合併症があり，

図中の A 領域で示される 3 つの要素すべてが含ま

れる部分は「スーパー救急型」総合病院有床精神科

で扱われる領域である。措置入院患者の24が身体

合併症を伴っていることが報告されている19)。

5) 一般救急との兼ね合い

精神科救急の視点から論じてきたが，実際の救急

現場の問題として，精神疾患患者であってもとくに

身体合併症を有する場合には，一般救急医療の中で

処理され，精神科的対応がほとんどなされていない

可能性があることにも留意する必要がある。無論，

一般救急においても大学病院など精神科との連携が

十分に機能していれば問題は少ないが20)，純粋に精

神疾患の患者であっても上述のパターン◯のよう

に，自殺未遂など自傷行為が著しい場合で，とくに

精神科の専門医や精神保健指定医が不足しており，

精神科医療に関する意識が希薄な地域においてはこ

のような事態が生じている可能性がある。

. 課題解決の方向性

1) 総合病院への精神科の設置による，病院全体

の収益が上がる仕組みの確立

精神科救急・合併症入院料の施設基準の緩和と追

加が，現場サイドからは求められている15,16)。しか

しながら，今後急激な高齢化が進む中で，身体合併

症を有する精神科救急の事例は急速に増えていくこ

とが予想される。このような状況において，安直な

認可は医療財政の破綻につながりかねない。費用対

効果に関する前向き研究を実施し，これらの措置が

長期的に見れば，措置を講じなかった場合に想定さ

れる状況に比べて医療費の抑制につながることを，

科学的に実証していく必要がある。

2) 精神科病院入院中の措置入院患者の身体科への

転院，および身体科から精神科病院への転院の

際の措置入院への切り替えに関する法整備

緊急時，たとえば重度の身体疾患の治療の際に

は，一時的な措置解除等を行うことを検討する。実

際に重篤な身体疾患に起因する精神症状のために，

措置入院となる症例もある21)。身体疾患が重度であ

れば，患者が離院する可能性は低い。また自傷行為

後に身体科で治療を受けた後，精神科に転院する患

者については自傷行為の再発の恐れが高ければ，都

道府県等が保護義務を負う措置入院とする。措置入

院が可能な身体科のある医療機関を確保することが

重要である。

3) 疾病性と事例性

身体科医療機関および身体科救急医療相談機関と

連携する際，精神科医療においては，症例を「疾病

性（医学的な重症度）」と「事例性（精神疾患によっ

て社会生活上に自他に深刻な不利益をもたらす行

動）」との 2 軸から検討するが，地域の精神科病院

や保健所等では共有されている概念である「事例性」

という視点が身体科医療にはなじみがないことが，

身体科医療と精神科医療との間で摩擦を引き起こす

大きな要因となり得る。身体科医療機関および身体

科救急医療相談機関と連携を図るためには，とくに

この点に留意する必要がある。前述のように，精神

疾患患者が一般救急のシステム上でのみ処理される

際には，「事例性」の視点が見逃される可能性が高

い。

4) 公的機関のコーディネーター機能の強化

日常的に，救急事例発生時，精神・身体合併症ト

リアージを行ったうえで，必要に応じて，身体科医

療機関，身体科救急医療相談機関，ならびに，精神
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科医療機関との連携が可能となるようなコーディ

ネーター機能を強化する必要がある。この役割は現

状のシステムにおいては，精神科救急に関する援助

過程を担う公的機関（行政機関が責任を担う精神科

救急情報センター，精神保健福祉センター，保健

所，保健センター，国立病院機構・公立精神科医療

機関等）が担うことが不可欠である。

. 日本公衆衛生学会の果たすべき役割について

の提言

身体合併症を有する精神科救急患者を積極的に受

け入れる施設の整備のためには，診療報酬上の裏付

けが，現場サイドからは求められている。しかしこ

のためには厳密な費用対効果研究を実施して，科学

的な有効性を実証する必要がある。従って精神科救

急・合併症入院料の施設基準の緩和と追加による治

療効果判定を目的とした，大規模前向きの費用対効

果研究の実施を主導するべきである。さらに，精神

科と身体科の連携のために，精神保健福祉セン

ター，保健所，保健センターなどの公的機関が，

コーディネーターとしての役割を果すべきであり，

この機能強化に学会として貢献する必要がある。

また，自殺未遂患者の精神科への入院の際に措置

入院がスムーズに適用できるように，診察した医師

の保護申請を認めるなど，一般人申請（精神保健福

祉法第22条）の見直しを国に提言するべきである。

一方で法の見直しにより，措置入院が増加すれば，

入院費や人件費などの費用が増大することが予想さ

れるため，非自発入院（措置入院，医療保護入院）

の治療的効果を科学的に実証する必要がある。入院

形態の長期予後への影響を検討する大規模前向き研

究の実施を多施設に働きかけるべきである。

 精神科措置入院制度の現状と問題点の整理

. 現状

精神科救急の問題を論じるにあたって，避けるこ

とができないのが精神科措置入院制度のあり方であ

る。措置入院は前述のように自傷他害のおそれがあ

る精神障害者を都道府県知事又は政令指定都市の市

長の権限で強制的に入院させる制度で，家族等の同

意は必要なく，精神保健福祉法で規定される入院形

態の中でも最も強制力が強いものである。しかしな

がら，この入院形態の適用を巡っては，全国的にも

地域によって差がみられるなど，必ずしも一様では

ない。また，昨今の重大犯罪事件などに絡んで，措

置入院の保安処分化を懸念する声も専門家の間では

上がっている22)。こうした問題点を踏まえ，措置入

院制度の現状と課題について以下にまとめる。

1) 措置入院および入院解除の判断の現状と問題点

2015年度の措置入院患者数は1,519人であり，

2009年度以降は1,500人前後でほぼ横ばいで推移し

ている23)。2015年度の一般・警察官等からの申請通

報届出数は25,922件であり，そのうち実際に診察を

受けた者は約37であった23)。しかしながら，地域

により措置入院の受け入れ状況に差異がみられ

る24)。この原因として，措置診察実施率は都道府県

ごとの差が大きく，その実施基準や運用の仕方が，

各都道府県で大きく異なっているためと思われ

る24,25)。その理由を詳しくみると，措置入院決定ま

でのプロセスについて，精神保健福祉法第23条通報

（警察官通報）の基準，精神障害による自傷他害行

為の判断，保健所職員が現場で確認するか否か，心

身喪失者等医療観察法あるいは精神保健福祉法のど

ちらで対応すべきかなど，法の運用面において明確

な基準がなく，標準化されていないことが挙げられ

る。さらに，近年問題となっている人格障害や発達

障害を合併する患者，もしくは附属池田小学校事

件，全日空61便ハイジャック事件にみられるような

統合失調症との鑑別が困難な人格障害や発達障害の

患者への対応が規定し難い点なども理由として挙げ

られる25～31)。また緊急措置入院の受け入れ医療機

関の常時確保が困難な地域が存在する32)。

また，医師による第22条申請（一般人申請）を受

けての自殺企図者の遠方からの救急搬送手段や，総

合病院に措置入院後に身体科治療が終わった後の，

地域の精神科病院への転院のための体制整備の問題

が，非都市部の保健所から報告されている33)。さら

に近年では医療機関や医師によって診断が分かれる

症例の中に，発達障害，人格障害などの合併例がみ

られると考えられる。発達障害，人格障害，薬物使

用に関連する精神障害等の合併例については，既存

システムによる支援が困難と報告されている34)。一

方で刑務所など矯正施設のある自治体では，出所時

に所長からルーチン的に第26条通報が行われている

ため，見かけ上通報件数は多くなる。

2) 措置入院解除後または退院後の患者のフォ

ローアップ，地域生活支援，社会復帰支援

に関する課題

措置入院後に事件を起こす事例では，家族等見守

りができるキーパーソンがしばしば不在である。精

神保健福祉センターへのアウトリーチ支援（訪問支

援）の依頼元も66が保健所であった35)。比較的人

口規模の小さい自治体の報告なので一般化はできな

いが，新規措置入院患者の約 4 割は治療中断者とさ

れている36)。

また公的機関によるアウトリーチ支援の対象者
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（未治療・治療中断，通院中の服薬不安定者）のう

ち，措置入院歴または医療保護入院歴を有する者

は，自ら困っていると自覚していることはないた

め，支援を必要とせず（病識の欠如），拒否的な傾

向がみられたとの報告がある35)。

さらに，入院時の措置実施保健所と住所地管轄保

健所との間で，情報の共有化など退院後の支援に関

する連携と役割分担の具体化が提起されている37)。

3) 関係機関（自治体，医療機関，保健所，精神

保健福祉センター等）の間の情報共有と連携

の不足

地域によっては措置入院を含む精神科救急の大部

分が特定の病院に集中しているにも関わらず38)，退

院前の関係者会議（カンファレンス）のほとんどが

院内スタッフのみで開催されており，退院後の連携

が必要となる外部機関を含めたカンファレンスは少

ない39)。

また患者の高齢化に伴い，退院後の生活の場とし

ては，家族との同居が減少し，在宅サービスやグ

ループホームの利用が増加している40)。退院後の地

域支援の重要性は増すが，その中心となる保健所は

人的資源不足で，職員の異動などもあるため支援ス

キルの質の維持が困難な状況となっている39,41)。

4) 高齢者の措置入院への対応

措置入院患者における高齢者の割合に関するデー

タは少ないが，湯本らの報告42)では，措置入院全体

に占める高齢者の割合が漸増傾向にあることが示さ

れており，とくに精神科救急では高齢統合失調症が

有意な増加を示していた。50歳以上の退院率は低

く，再入院率も高い。精神保健福祉センターの訪問

支援の対象者には未治療や服薬中断の統合失調症患

者が多く含まれ，支援開始時の年齢は50歳前後と報

告されている35,43)。

5) 精神障害者の人権と措置入院制度の保安処分

化に関する懸念

相模原事件等に関するマスメディアの報道によ

り，精神障害者に対する一般人の不安が高まってい

る。精神障害者と犯罪を短絡的に結び付け，監視や

排除の方向に向かうと，精神障害者への差別や偏見

を助長する恐れがある。

また，この事件をきっかけに，措置入院制度の保

安処分化を懸念する声が上がっている22)。措置入院

が保安処分となった場合，時としてセンセーショナ

ルな傾向となる世論の動向によっては，患者が退院

できる機会が永久に奪われる危険性がある。ここに

患者の基本的人権擁護の上で重大な問題がはらまれ

ており，「精神科医が国家権力と結託した予防拘禁」

が制度化されつつあることに，医療関係者はもちろ

ん，国民全体が危機感を持つべきであるとの意見表

明が日本精神神経学会のシンポジウムにおいてなさ

れている22)。

6) 平成29年度地域保健総合推進事業「精神障が

い者を地域で支えるための保健所の役割に関

する実践事業」報告書44)

2018年 5 月に公開された平成29年度地域保健総合

推進事業の報告書の中で，措置入院に関する記載を

以下に要約する。

措置診察実施の判断の体制や，事前調査の実施に

ついて保健所間に違いがある。その背景には各自治

体の人員体制の差も考えられるが，そうしたことを

理由に人権侵害にあたるような制度運用は本来許さ

れない。また，措置入院患者の退院前後の支援体制

について，約40の保健所が地域移行定着支援を活

用しようと考えている。人権に配慮した形で入院中

から退院後への継続的支援を行うためには，措置入

院を経ていない他の患者にも適用される総合支援法

に基づく「地域移行・地域定着支援」制度を本人の

同意を得て活用することが，適切である。

地域移行支援について，ACT（Assertive Com-

munity Treatment包括的地域生活支援）は，重い

精神障害を持った人であっても，地域社会の中で自

分らしい生活を実現・維持できるよう包括的な訪問

型支援を提供するケアマネジメントモデルである

が，このような医療の多職種チームが地域で活動し

ているのは，全国で29保健所（9.5）にすぎず，

ACT と保健所の連携が十分にできているのはその

半分に過ぎない。今後，国の制度を活用したアウト

リーチ体制作りに，多くの保健所が取り組むことが

期待される。

. 課題解決の方向性

1) 厚生労働省の「これからの精神保健医療福祉

のあり方に関する検討会報告書（2017年 2 月）（以

下，厚生労働省検討会の報告）」45)による措置入院に

関する今後の取り組みの方向性の中から主な 3 点を

以下に抜粋する。

◯措置入院に係る手続及び関係機関等の協力の推

進

◯措置入院中の診療内容の充実

◯措置入院者の退院後の医療等の継続支援

これらは措置入院の開始時，入院中，退院後の 3

期に分けて関係諸機関が会合を設けて，措置入院制

度の適切な運用や退院後支援に向けて，入院中の疾

患別の治療ガイドラインの整備，退院後のスムーズ

な地域移行に向けて退院後支援計画を定めること

や，退院後の生活環境相談員の選任を謳っている。

とくに「◯措置入院に係る手続及び関係機関等の協
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力の推進」は精神疾患に起因する自傷他害症状に

よって引き起こされる重大事件を未然に防ぐ意味で

極めて重要である。措置診察のきっかけは事実上ほ

とんどが第23条の警察官通報となっているが，警察

官が保健所に通報するということは，すでに何らか

の事件が起きている状態であり，このような事態を

未然に防ぐためにも，以前から当事者に関わってい

る者からの一般人による診察および保護の申請につ

いて，申請者，被申請者の人権に配慮した手続き上

の簡便化などが，今後必要であると考えられる。

退院後は医療機関が地域の行政機関，相談支援事

業所等の地域援助事業者と密に連絡を取り合い，支

援体制を整えることが必要である46)。2018年 3 月に

厚生労働省から「地方公共団体による精神障害者の

退院後支援に関するガイドライン」が提示されてい

る47)。

2) 厚生労働省検討会の報告に含まれるがさらに

検討を要す事項

2013年度の法改正で医療保護入院患者の退院後生

活支援が盛り込まれた。改正の前後で医療保護入院

患者の予後を調査することにより，措置入院患者へ

の導入の効果を予測できるかもしれない。また，保

健所や外部機関を交えた入院時や退院時のカンファ

レンスの開催が重要である。措置入院フォローアッ

プ体制研究事業を実施した結果，退院前カンファレ

ンスの開催が増えたとの報告がある48)。

一方，このような退院後支援計画および調整会議

の開催により自治体や保健所など関係諸機関の業務

が増し，さらなる人的資源不足に陥る可能性がある

点に留意すべきである。また既存システムでは支援

が困難な疾患（発達障害，人格障害，薬物使用に関

連する精神障害等）に関しては，疾病特性に対応し

た退院後支援の検討が必要である。

3) 厚生労働省検討会の報告書に含まれていない

事項

 一般人への精神疾患に関する啓発，平常時の情

報提供

措置入院者の入院前の措置入院に関する通報歴・

申請歴は15であり49)，住民からの情報提供のほ

か，措置入院後の支援にも，地域住民の協力が必要

である。このためには日頃からの，精神疾患につい

ての啓発と正確な情報の提供が必要である。

 処遇困難事例に関する詳細な検討

本人の理解や協力が全く得られない症例，病識が

著しく欠如している症例，家族が極めて非協力的な

症例など，支援自体が困難ないわゆる処遇困難事例

への対応を検討すべきである。

 高齢者への対応，支援についての検討

今後高齢者人口の急増に伴い，認知症とそれに伴

う周辺行動により自傷他害など措置入院の要件を満

たす患者が出てくることが予想される。高齢者，と

くに認知症患者に対する措置入院の適用に関する具

体的なマニュアルが必要である。

 措置入院患者に関する疫学研究の実施（診断や

予後に関する調査研究を含む）

措置入院を経て退院した者の予後に関するエビデ

ンスが不足している50)。凶悪犯罪事件が起きた際

に，犯人に措置入院の既往があった場合など，措置

入院と犯罪を短絡的に結びつけ，精神障害に対する

偏見を助長する原因になっている。後ろ向き，前向

き双方向からの疫学研究を実施すべきである。

 アウトリーチ支援（訪問支援)51)を補完するク

ライシスユニット（危機対応型短期宿泊施設）

の設置及び活用等の可能性に関する検討。

このような施設が症状悪化や生活の危機的状況の

回避に有効であったとの報告がある52)。

. 日本公衆衛生学会の果たすべき役割について

の提言

精神保健福祉法第23条通報がなされたもののう

ち，措置診察や措置入院に至った割合は，全国の自

治体（都道府県，政令指定都市）ごとに大きなばら

つきがある24,25)。このため措置入院に係る法運用の

実態について，自治体別・疾患別の統計資料などを

含めて詳細に把握した上で，国内全域での措置入院

基準の統一化について検討することが必要である。

国からはすでに制度運用に関するガイドラインが示

されているが53)，自治体によってその解釈に違いが

あるので，より具体的で詳細な記述が盛り込まれる

べきであろう。なお，各自治体で人員体制等に差異

があることも，措置入院基準の統一化を阻んでいる

と考えられるため，今後是正されるべきである。

また，一部の精神科医らが中心となって疫学調査

を行っているが50,54)，措置入院解除，退院後の予後

に関する疫学的エビデンスが全般的に不足してい

る。措置入院退院後の予後に関する精神疾患別の多

施設共同研究の実施を主導するなど科学的エビデン

スの蓄積に貢献すべきである。さらに，精神障害者

の継続的支援のためには，患者の「措置診察に至る

までの経緯」に関する情報が重要であり，これを医

療機関・司法および行政で共有するシステムの構築

を学会として促進するべきである。もし，措置入院

制度が保安処分となった場合，精神障害による自傷

他害症状の有無に関わりなく，患者の退院が認めら

れなくなる恐れがある。入院は基本的には一時のも

のとし，退院後の地域生活を支えていく基盤の整備
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と実践こそが求められているといえる。

日本公衆衛生学会としては，行政や日本精神神経

学会と連携して，措置入院の既往がある者に対する

長期予後調査を行い，これまでの措置入院の妥当性

を再検証する役割がある。

 お わ り に

以上，日本公衆衛生学会モニタリング・レポート

委員会の精神保健福祉グループとして，2014年度か

ら2017年度までに提出した報告書を基に，◯精神科

救急医療体制の課題と地域差，◯身体合併症を有す

る精神科救急の課題，◯精神科措置入院制度の現状

と問題点，の 3 つの論点から，適宜追加文献を含む

内容の修正を加えて，本稿を作成した。

我が国の人口構成の一層の高齢化や医療資源の偏

在といった問題を背景に，精神科救急医療，とくに

身体疾患を抱える患者に関わる問題や，救急システ

ムと表裏一体をなす措置入院制度の問題は，今後ま

すます顕在化することが予想される。このような問

題は現時点での都市部と非都市部といった地域特性

の観点からのみで単純に捉えられるものではなく，

それぞれの地域が孕む精神医療全体の推移に関わる

歴史的な背景など，表面的な数字には現れない要因

が関係しているので，全国均一化といった目標が，

公衆衛生学的な観点からは一概に適切とは言い切れ

ない55)。

改正自殺対策基本法にもあるように，それぞれの

地域の実情に応じた精神保健福祉計画の策定が重要

であることは言うまでもない。しかしながら，その

ためにはすべての自治体が共有しうる科学的かつ客

観的な根拠が不可欠であり，これを提供すること

が，医療福祉分野の多職種の集合体でもある学際的

な組織としての日本公衆衛生学会の役割であると考

える。

＊日本公衆衛生学会モニタリング・レポート委員会

精神保健福祉分野メンバー（五十音順）池田和功（和

歌山県新宮保健所），井上眞人（犬山病院），嘉数直樹

（九州工業大学），窪山泉（国士舘大学），小島光洋（前

宮城県成人病予防協会），原田小夜（梅花女子大学），

藤枝恵（保健医療経営大学），山田全啓（奈良県中和保

健所），吉益光一（グループリーダー和歌山県立医科

大学）

青木慎一郎先生（岩手県立大学）の2016年までのグルー

プ活動への貢献に対して，謝意を表します。なお，開示

すべき COI 状態はありません。

(
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